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生きるすべとしての小規模漁撈――「開発」に対する住民のさまざまな対応
2006 年 1 月 28 日

世界各地で進行する開発は、自然環境を改変するだけでなく、人びとの自然利用をも変容させる。河

川や湿地は、経済価値に乏しい空間として開発対象となることが多いが、淡水魚の生息空間であるとと

もに、そこには魚とさまざまな関係を取り結んだ生活があったはずである。本例会では、タイ、インド

ネシア、カメルーンと異なる形で開発が進行する三地域の内水面漁撈に関する報告をもとに、住民の開

発への対応のなかで変容しつつある人と魚の関係について考えてみることにした。

最初に、木口由香氏（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）が「東北タイの『漁村』――

ムン川下流域の漁業と『開発』」という題で報告した。メコン川の支流であるムン川流域には、農耕に

頼らず、河川での漁業だけで生計を立ててきた漁村が存在する。この流域は季節により水位変動が著し

く、これに促されて多くの魚はムン川とメコン川を回遊する生態をもっている。 報告では、現地の多

様な漁法のひとつであるトゥム・ヤイ漁に注目し、こうした自然サイクルに根ざした民俗知識を紹介し

た。しかし、ムン川河口でのダム建設により魚の回遊が遮断されると、地元の漁は大きな打撃を受けた。 

住民の反対運動によりダムの年間四ヶ月開放が実現し、漁業は再開されているものの、毎年の開放が保

証されているわけではない。また、国際河川であるメコン川とその支流では、タイ以外の国でもダム開

発が相次いで計画されている。国際河川を回遊する魚の保全と、それを生業の基盤とする人びとに配慮

することの重要性とともにその困難を指摘した。

次に、報告者が「『陸の民』の漁――インドネシア・スマトラ東海岸低地帯の事例から」という題で

報告した。焼畑農耕民であるプタガンガン社会では、1970 年代からの開発事業とともに地元市場が拡

大し、魚の商品価値が高まるなかで漁場としての河畔湿地林の利用が高まった。そして、アブラヤシ・

プランテーションや産業造林の展開により焼畑のための森林が消失すると、河畔湿地林の利用はますま

す高まり、水位変動に応じて漁撈のほかトウ採集や木材伐採が行われてきた。アブラヤシ栽培ブームに

より土地市場が形成されると、村人は各自の焼畑歴にしたがって残された土地を囲い込み始めたが、住

民間の土地所有状況は一様ではない。土地をもたない住民にとって、河畔湿地林は生計を支える重要な

基盤であるが、河畔湿地林は国有地であり、開発の可能性を孕んだ空間である。河川や湿地林は公的な

空間であるがゆえに、そこを生活の基盤としている人びとの意思とは違うかたちで環境が改変されうる

ことを述べた。

最後に、大石高典氏（京都大学大学院理学研究科）が「アフリカ熱帯林における『焼畑農耕民』の半移

動型漁撈生活――空腹とバカンスの間」と題して報告した。カメルーン東南部のバクエレ社会は焼畑農

耕を生業とするが、乾期には世帯全員で集落から上流部の河川や沼へと泊まり込みの漁撈ツアーに出か
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ける。これは「バカンス」とも表現され、参与者にとっては単に食料を確保すること以上の楽しみを伴っ

ている。近年、外国製の漁具を多量に用いた空針延縄など、金銭的投資を必要とする漁法が広まりつつ

あるが、漁撈ツアーでは、水位変動に伴うさまざまな一時的水域を利用して、女性や子どもによって「掻

いだし漁」が行われる。大きな魚を多量に捕ることは難しいが、おかずとして必要最低限の動物性蛋白

質の確保に貢献している。商業伐採や国立公園設定により人びとの森での活動が制限されようとするな

かで、漁撈の重要性が高まることが予想される。従来のアフリカ熱帯林についての研究は農耕や狩猟採

集を対象としてきたが、漁撈も重要な環境利用であることを提示した。

その後、岩田明久氏（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）より、三氏の報告についてコ

メントを頂いた。遠く隔たった三調査地で漁法や漁の季節に共通性が見られるのは、河川の季節氾濫に

対応した魚の移動・産卵行動が共通しており、それを利用した漁法が発達してきた可能性を述べた。また、

上の三つの事例より、人と魚の関係は時の経過とともに形成・発展するという視点の重要さを指摘され

た。そのうえで、淡水魚の保全と利用の関係について、京都府亀岡市でのアユモドキの生態と保全の事

例を紹介された。アユモドキは河川の増水に産卵が促される生態をもつが、水田への給水のために河川

を堰き止めることによる一時的な増水状態が、アユモドキの産卵条件をつくりだしてきた。しかし、近

年の耕地整備により生物の生息空間は大幅に狭められている。生物の生息環境は人びとの利用により形

成されることがあるが、現在の日本では内水面漁撈は衰退し、身近な淡水魚保全のための取り組みをし

なくてはならない状態にある。淡水魚の利用と保全は必ずしも対立関係にはない、という指摘には、日

本の淡水魚とそれを利用する文化が危機的な状況にある現状と、海外の現状を同時に捉えるうえで、大

きな示唆が含まれている。

総合討論では、竹田晋也氏（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）の司会のもと、会場か

らの発言を交え議論が盛り上がった。川の開発が極限まで進んだ日本における淡水魚と「すなどり」の

文化の危機的状況をどう捉えたら良いのか、アジアやアフリカの報告事例との比較のなかで議論された。

小規模漁撈は、誰もが容易に参入できるという意味でフード・セキュリティを支える重要なものである

が、あまりに身近で小規模であるゆえに開発の際には当事者である住民にすら考慮されることが少ない。

開発は、人びとの生業の経済的側面だけでなく、人と自然の身近な関係性と、そのなかで育まれてきた

生き物の生息空間にも大きく影響を与えてきたことを、今回の例会で再認識した。
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